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                         脱原発東北電力株主の会 

                            株主 篠 原 弘 典 

                               宇根岡  實 

                               杉 山  丞 

                               河 野 正 義 

                               多々良  哲 

 

 

 会社法第３１４条および会社法施行規則７１条に定められている当社の株主としての権

利に基づき、下記の＜質問事項＞につき質問いたします。法の精神に鑑みて、取締役の説

明義務を尽くされて、誠意をもって回答されるよう望みます。 

 

 なお、回答にあたっては、どのような質問に対する回答であるのか、株主総会出席の一

般株主にも理解しうるような形で回答がなされるよう求めます。 

 

 また、取締役の説明が質問者の納得の得られない様な回答の場合には、再質問の機会が

与えられる様な議事運営を望みます。 

 

 くれぐれも株主の権利が侵害されることのないように、自由な発言が許される総会とな

るように、公益事業の株主総会としてふさわしい対処がなされることを求めます。 

 

なお、この事前質問書は当社にリンクするすべての人々へのメッセージでもあります。

殊に、当社社員の全てに開示される事を望みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜質問事項＞ 

 

１・事業報告に「これを（歴史に残る未曾有の大災害）契機に、国のエネルギー政策を脱原子

力発電の方向に大きく見直す動きがありました。」とあり、過去の事として語られています。

最近の新聞社の世論調査でも、「成長に原発活用反対５９％」「再稼働反対５８％」という

世論になっていますが、国のエネルギー政策を脱原子力発電の方向に見直すという動きを、

当社は歴史の教訓から学ばない愚かな一時の迷いであると考えているのですか。 

２．おなじく「責任あるエネルギー政策を構築するため、・・・、新たなエネルギー政策の確立

に向けた取り組みが進められております。」とありますが、この新しいエネルギー政策とは

何ですか。 

３．東日本大震災以降停止している当社の女川原子力発電所１～３号機、東通原子力発電所１

号機がいつ頃再起動出来るか、その見通しについて説明して下さい。 

４．設計時に想定した加速度を超える 567.5 ガルの揺れで諸設備が揺すられた女川原発の各種

機器・建屋・配管等の発生応力・ひずみ・ひび割れ等の評価・調査はどこまで進んでいま

すか。その結果はどうなっていますか。 

５．国において検討が進められている「需給逼迫時の広域的な需給調整などを行う広域的運営

推進機関の設立、小売分野における全面自由化、送配電部門の中立化に向けた発電と送配

電の分離」に、これまで当社は頑強に抵抗して来ましたが、今後どの様に対処するつもり

ですか。  

６．事業報告に「 被災地の生活や産業が大きな打撃を受けたことから、電力需要が大震災前に

比べて大幅に減少いたしました。」との記載がありますが、大震災直後どの位需要は落ち込

みましたか。現在では大震災前に比べてどこまで回復していますか。 

７．福島原発事故で福島県内での当社の事業に損害が発生した事に対する賠償請求を、原子力

損害賠償紛争審査会の指針に基づき、東京電力に行う検討を進めていると報じられていま

す。これは英断だと思いますが、検討している具体的な賠償内容、算定額について説明し

て下さい。 

８．今年３月末に建設計画を撤回した浪江・小高原発について、これまでの投資額約１８０億

円の東京電力への賠償請求も検討しているとの報道もありますが、浪江・小高原発建設計

画を４０年以上実現出来なかった責任は当社にあるのであって、この検討は責任逃れの法

外な賠償請求ではありませんか。 

９．浪江・小高原発計画に費やした約１８０億円は、昨年の株主総会の計算書類の何処にいく

らの金額で計上されていましたか。その内訳について説明して下さい。当期特別損失の発

電所建設中止損失として１７９億３７００万円が計上されていますが、期中増減としては

何処にどの金額で記載されていますか。 

１０．昨年の株主総会に私たちが株主提案した「浪江・小高原子力発電所の建設計画を白紙撤

回する」議案に対して、取締役会は反対しました。それにも拘わらず総会から９カ月しか

経っていない段階で計画の撤回が発表されましたが、これは当社取締役会の先見の明の無

さを示していますか。取締役会の反対は福島の原発事故の被災者の魂の叫びが聞こえてい

ないせいではないかと私たちは指摘しましたが、現在取締役会はどの様に考えていますか。 

１１．当期の自家発電からの購入電力量はいくらでしたか。その購入電力料はいくらでしたか。 

１２．緊急電源として設置した東新潟、新潟、秋田、および八戸の各火力発電所のガスタービ

ン発電機の熱効率は、どの位になっていますか。 

１３．需給が厳しくなる夏場や冬場に、計画停電の危機を回避し、電力の安定供給をはかるこ

とができたと事業報告されていますが、最も厳しかった時期で、供給力と需要はどのよう

な数値でしたか。供給予備力はどの位ありましたか。  

１４．昨年の事前質問書に対する回答で、再生可能エネルギーの導入の数値目標を示せないで

いましたが、数値目標の無い設備計画は無責任と言わざるを得ません。改めて問いますが、

当社は 2020 年までに再生可能エネルギーを当社発電設備の何パーセントまで増やす計画

ですか。 



１５．原子力発電所の安全確保のために、防潮堤の設置や「免震重要棟」の設置、「フィルター

付格納容器ベント設備」の設置に向けた検討などを進めているとありますが、何時再稼働

できるのか不透明な段階でこの様な設備投資をすることは危険です。それぞれに必要な経

費はいくら位ですか。 

１６．原発を再稼働するよりは、廃炉にした方が当社経営にとって有利であるという分析もあ

ります。この点について以下何点か質問します。 

  昨年度の収支についてですが、２０１２年度の経常赤字が９３２億円なのに対して、

「附属明細書」に記載された原発経費が９２１億円（プラス日本原電等の原発維持費）

ということは、「原発さえ持っていなければ、東北電力は赤字にならなかった」という

理解でよろしいですか。 

１７．原発廃炉により削減可能な維持経費についてですが、 

①この原発経費９２１億円の中で、廃炉により削減可能な額（減価償却費を含む）はい

くらですか。 

②日本原電の原発が廃炉となった時に、削減可能な額はいくらですか。 

③同じく、東電の原発が廃炉となった時に、削減可能な額はいくらですか。 

④一般管理費９０８億１６００万円において、廃炉により削減可能な額は概算でいくら

ですか。 

⑤女川原発の為に引かれた 27.5 万ボルトの超高圧線網が不要となった際に、削減可能な

維持経費（減価償却費も含む）はいくらですか。 

⑥同じく東通原発の為に引かれた 50 万ボルトの超高圧線網が不要となった際に、削減可

能な維持経費（減価償却費も含む）はいくらですか。 

⑦以上を合計した、原発廃炉により削減可能な維持経費はいくらですか。 

１８．原発再稼働により削減可能な経費についてですが、 

①原発が再稼働した際に、原発経費は平成２０～２１年度並の１５５０億円ほどになる

と考えてよろしいですか。 

②上記を言い換えると、再稼働によるコスト増を、６３０億円ほどと考えてよろしいで

すか。 

③今後２０年間ほどを平均した時に、原発再稼働により、削減される化石燃料費は年間

どの位と想定されますか（平成２９年稼動予定の新仙台火力の大型 GTCC によって石油

火力は全廃されるものと見込むと、石炭火力と GTCC 火力の平均燃料費として算出可能

ですか）。 

④差し引き、原発再稼働により削減可能な経費はどのくらいになりますか。 

１９．質問項目１７と１８より、原発を廃炉にした場合と再稼働した場合とで、どれ程の

年間経費の差となりますか。 

２０．女川原発と東通原発を廃炉にした際の特別損失はそれぞれどの位ですか、経産省が

公表した数字でよろしいですか。 

２１．「経営概況」にある「収支の状況」によると、東北電力単体での経常赤字が５３１億

円、震災前と比べて６００億円削られた修繕費を戻すとして１１００億円の赤字とな

っています。ここから原町火力の完全復旧による燃料費５５０億円の減を加味すると、

赤字はせいぜい６００億円程度になります。それが電気料金値上げ申請資料では、２

０００億円ほどの赤字となっているのは何故ですか。 

２２．２０１３年６月４日、経産省は廃炉会計の見直しをすることを発表しました。当社

においては、女川原発は地震、津波の影響、及び安全基準の変更により、当面運転の

見通しが立っていません。また、東通原発は活断層の存在により運転の再開は絶望的

な状態にあります。従って従来考えていた廃炉費用積立金では到底賄えないと思われ

ますが、当社の廃炉会計の現状と今後の見通しについて明示して下さい。 

２３．当社は日本原電から電気を買う契約をしており、日本原電が発電しなくても負担す

る「基本料金」を払い続けています。それは現在どの位ですか。当社は今後ともこの

契約を継続するつもりなのですか。 

２４．女川原発について、IAEA から「施設が驚くほど損傷を受けていない」との調査結果



が公表されており、当社のこれまでの安全に対する取り組みが評価されたと述べてい

ますが、驚くほど損傷を受けていないのであれば、何故早期に運転再開出来ないので

すか。 

２５．女川原発には大震災から２年以上経った現在でも、建物外部に足場が掛けられたま

まになっています。点検・修理のための足場だと思いますが、どの様な点検・修理が

行われているのですか。その詳細な情報が公開されていないのは何故ですか。 

２６．私たちは当社の第８４回定時株主総会で、東通原発の敷地東方沖の大陸棚外縁断層

と敷地内の断層が活断層だとして、運転を停止するよう株主提案で求めました。当時

も多くの研究者がこれらを活断層と指摘していましたが、最近原子力規制委員会がこ

の事実を明確に判定しました。第８４回総会の時も今回も、取締役会は否定しようと

必死になっていますが、事実を歪曲しようとする事は当社に多大な損害を与えます。 

  廃炉の検討に入るのが賢明ではありませんか。 

２７．電気料金の値上げ申請に関して、海輪社長は「申請時に最大限の経営効率化を盛り

込んだと思っている」と発言していますが、例えば当社の人件費は他の公益３業種（ガ

ス、水道、鉄道）よりも平均賃金が高いなど、電気の消費者に過度の負担を強いるに

は、まだまだ検討の余地が残されています。経産省の電気料金審査専門委員会での協

議や公聴会での意見を受けて、当社はどのような取り組みが今後必要になると考えて

いますか。 

２８．前期地帯間購入電力料１４５３億３１００万円、他社購入電力料２２３６億４２０

０万円、合わせた購入電力料が３６８９億７３００万円から、当期地帯間購入電力料

１１３１億３７００万円、他社購入電力料２６６２億４４００万円、合わせた購入電

力料３７９３億８１００万円へと１０４億８００万円増加している理由は何ですか。 

２９．地帯間購入電力料１１３１億３７００万円、他社購入電力料２６６２億４４００万円、

地帯間販売電力料１６７９億５１００万円、他社販売電力料５６億７０００万円となって

いますが、それぞれの電力量はいくらですか。 

３０．その他の事業で売上高が前年度に比べ１２９億円減になっているのに、営業費用が

２７億円増加している理由はなんですか。建設業において受注が減少したとあります

が、どの様な建設内容ですか。 

３１．一株当たり当期純損失が前期４６５．１６円から当期２０７．９７円へと改善はし

て来ていますが、当年度も配当が見送られています。我々株主は配当が復活するまで

に何年かかると覚悟すればいいですか。 

３２．「需要面では、お客さまのピーク電力の抑制やエネルギーの効率的利用につながる取

り組みを推進する」とありますが、電気を最大限に使わせようとするエネルギー効率

の悪いオール電化住宅の推進は、見直す時期ではありませんか。 

３３．原子力規制委員会が７月に策定する予定の新規制基準に適確に対応するための安全

性向上対策には、どの位の経費が掛ると試算していますか。 

３４．柏崎刈羽原発の立地する新潟県では、新潟県および柏崎市、刈羽村だけでなく、新

潟県内の残りの２８市町村も１月９日東京電力と安全協定を結びました。当社も女川

原発と東通原発を再稼働させようとするのであれば、宮城県、青森県の全市町村と安

全協定を締結する必要があると考えますが、どうですか。 

３５．被災地域の復興計画に貢献できる施策について検討を進め、新たなエネルギー基盤

の構築に先見的に取り組むとありますが、具体的にどういう事ですか。 

３６．仙台太陽光発電所が完成したようですが、メガソーラーの現状、進展状況、今後の

計画について説明して下さい。 

３７．当年度に完成した仙台太陽光発電所、東新潟火力発電所第５号機および秋田火力発

電所第５号機の建設費について明らかにして下さい。 

３８．事業報告では、送配電部門の中立化に向けた発電と送配電の分離について、「懸念と

課題があり」「慎重な検討と対応が必要である」と消極的な姿勢を表明しています。当

社は発送電分離の必要性に対する認識が希薄のようですが、国は実施時期のズレはあ

るけれども、発送電分離の施策に踏みだしています。この様な消極的な姿勢では現実



に対応出来ないのではありませんか。 

３９．取締役の報酬等の額に、使用人兼務取締役の使用人分給与６７００万円があるとの注記

がありますが、誰誰に支払われた給与ですか。 

４０．「業務の適正を確保するための体制に関する基本方針」に「反社会的勢力からの不当な介

入や要求に対しては、関連する社内規定等に基づき、毅然として対応する」と２０１２年

７月２７日開催の取締役会で決議したと述べられていますが、反社会的勢力とは具体的に

どのような勢力のことですか。どの様な現状認識から出された決議ですか。 

４１．当年度から計算書類の連結注記表、個別注記表の記載がなくなっているのは何故ですか。 

４２．仙台太陽光発電所が運転開始しているにもかかわらず、資産の新エネルギー等発電設備

が前期１３３億３８００万円から当期１３１億４７００万円へと約２億円減額している理

由は何ですか。 

４３．資産の内燃力発電設備が前期２０９億１７００万円から当期８１７億４４００万円へと

６０８億２７００万円増額している内容はどういうものですか。 

４４．核燃料の装荷核燃料３４７億２９００万円は、ウラン燃料何トンの価額ですか。装荷核

燃料が前期と同額であるのに、加工中等核燃料が前期１１８４億３７００万円から当期１

１２６億８２００万円へと５７億５５００万円減額している理由は何ですか。 

４５．使用済燃料再処理等積立金が前期９９６億９００万円から当期９２３億３４００万円へ

と前期に続いて減額している理由は何ですか。 

４６．原発の運転停止が続いているにもかかわらず、電気事業営業費用に使用済燃料再処理等

費４４億２６００万円、使用済燃料再処理等準備費５億２０００万円が計上されている理

由は何ですか。 

４７．使用済燃料再処理等引当金の目的使用１１５億７０００万円の内訳について説明して下

さい。どこに対する支払いですか。 

４８．使用済燃料再処理等引当金の期中増加額４３億１８００万円と使用済燃料再処理等準備

引当金の期中増加額５億２０００万円は、それぞれ何トンの使用済燃料に充当するもので

すか。 

４９．使用済燃料再処理等積立金９２３億３４００万円と使用済燃料再処理等引当金の期末残

高９６２億８３００万円の差額と、使用済燃料再処理等引当金の期中増加額４３億１８０

０万円と使用済燃料再処理等費４４億２６００万円の差額の内容について説明して下さい。 

５０．当年度に発生した使用済燃料は何トンですか。そのうち再処理等を行う具体的な計画を

有しないものは何トンですか。原発が動いていないのに使用済燃料が発生する理由は何で

すか。 

５１．当期末現在での日本原燃(株)への出資額、再処理契約量、再処理前払い金は、それぞれ

いくらになっていますか。 

５２．当社の保有する核分裂性プルトニウム量は、当期末にはいくらになっていますか。ｋｇ

単位で明らかにして下さい。どの再処理工場にいくらずつありますか。 

５３．長期前払費用が前期１０１億５８００万円から当期１９７億９９００万円へと９６億４

１００万円増額している内容は何ですか。高レベル放射性廃棄物の貯蔵・輸送に係る費用

の計上額を示して下さい。 

５４．資産除去債務１３２８億６４００万円の主な内容について説明して下さい。そのうち原

子力発電施設解体費に当てる費用はいくらですか。 

５５．電気事業営業費用の内燃力発電費が前期１０４億５６００万円から当期３２１億６００

０万円へと３倍になっている内容について説明して下さい。 

５６．再エネ特措法交付金１４０億６００万円はどの様な趣旨の交付金ですか。 

５７．株主提案の第５号議案に対する取締役会の意見で、「現在実施中の、設備の健全性の点検・

評価では、耐震安全上重要な主要設備について、解析の結果、機能が維持されていること

を確認しており」と述べられていますが、この解析の結果はどこに、どの様な形で公表さ

れていますか。 

５８．第５号議案の提案の理由で「女川原発は、格納容器がシビアアクシデント時に破壊が懸

念されるというマークⅠ型であるという致命的な欠陥をかかえています」と指摘していま



すが、取締役会の意見ではこの点に対する反論がありません。どの様な見解をお持ちです

か。 

５９．東通原発敷地内の断層の活動性について、原子力規制委員会の評価会合での意見と当社

の見解は真っ向から対立しています。この様な状況の中で「免震重要棟」や「フィルター

付格納容器ベント設備」の設置に向けて突き進んでいますが、無駄な設備投資に陥る可能

性が大になっています。立ち止まるべきではありませんか。 

６０．原子力発電費の損害保険料が前期９億５７００万円から当期５億８４００万円に減額 し

ている理由は何ですか。 

６１．原子力損害賠償支援機構負担金として前期初めて５３億５４００万円が計上され、当期

６２億４６００万円に増額されていますが、その理由は何ですか。 

６２．東京電力が３月末に発表した連結決算では、賠償に必要な費用として１兆１６１９億円

を特別損失として計上しています。この数字から福島原発事故による損害賠償額は最終的

にどの位の額になると予想されますか。当社の体力でその金額は賠償可能ですか。 

６３．当社は２０１１年度の寄付金を６億円と公表していますが、２０１２年度の寄付金の額

とその内訳を明示して下さい。 

６４．普及開発関係費（広告宣伝費）が前期５６億５６００万円から当期３８億９８００万円

へと１７億５８００万円減額していますが、理由は何ですか。３８億９８００万円の内訳

について説明して下さい。 

６５．原子力発電費の廃棄物処理費２２億７００万円の内訳について説明して下さい。 

６６．原子力発電費の特定放射性廃棄物処分費が前期１０億６８００万円から当期６億６８０

０万円へと減額になっています。理由はなんですか。ガラス固化体１体当たりの処分単価

をいくらとしての計上ですか。 

６７．毎年原子力発電費に特定放射性廃棄物処分費が計上されていますが、当期末でその総額

はいくらになっていますか。 

６８．原子力発電費の損害保険料として前期９億５７００万円が計上されていたのに対して当

期は５億８４００万円となっています。減額されている理由は何ですか。原子力損害賠償

支援機構負担金が前期５３億５４００万円から当期６２億４６００万円へと８億９２００

万円増額になっているのと関係していますか。原賠法の見直しはどうなりましたか。 

６９．原子力発電施設解体費が前期６８００万円であったのに当期８億４５００万円と大幅に

増額して計上されていますが理由は何ですか。原子力発電施設解体費の総見積額はいくら

になっていますか。 

７０．災害復旧費用引当金（長期）２２８億７３００万円、同（短期）３４０億１０００万円

の内訳について明らかにして下さい。引当金（短期）の目的使用４８９億３３００万円の

内訳について説明して下さい。 

７１．当年度の販売電力量７７８億３０００万ｋＷｈの内訳は、一般水力、地熱、火力、原子

力別で、それぞれいくらですか。 

７２．当年度、他社の風力発電所からの受電は何社から、いくらの電力量になっていますか。

その購入電力料はいくらですか。 

７３．当年度、外部の太陽光発電から買い取った電力量はいくらでしたか。その費用はいくら

になっていますか。 

７４．卸電力からの調達の現状はどうなっていますか。当年度の受電電力量、購入電力料は、

いくらですか。 

７５．一般水力、地熱、火力、原子力別の設備利用率は、それぞれいくらですか。 

７６．当年度の最大ピーク時電力はいつ、いくらでしたか。それは当社の発電設備能力の何パ

ーセントですか。また、年間設備利用率はいくらでしたか。 

７７．当社の揚水式発電所の数とその施設能力はどうなっていますか。当年度の当社の揚水式

発電所の発電電力量とその揚水用動力量は、それぞれいくらになっていますか。 

７８．宮城県庁、宮城県警からの天下りの社員は、現在何名在籍していますか。  



７９．県・女川町・石巻市への今年５月分の女川原発の点検状況報告によれば、東日本大震災

による主要設備への被害６１件のうち５８件の対応が完了したとありますが、残り３件の

被害の内容について説明して下さい。それへの対応完了はいつ頃の予定ですか。 

８０．２００３年１２月建設計画を断念した巻原発予定地の取得した土地は約３０００万円の

簿価で事業外固定資産に計上しているようですが、今年３月建設計画を断念した浪江・小

高原発予定地の取得した土地はいくらで計上されていますか。事業外固定資産９０億９０

００万円の主なものについて明らかにして下さい。 

８１．女川原発１号機の第２０回定期検査（2011 年 9 月 10 日開始）の当期末時点での従事者

被曝の総線量、平均線量、最大線量および１日当たりの最大線量、従事者数を、計画値・

実績値別にそれぞれ明らかにして下さい。2012 年度の実績についても明らかにして下さい。 

８２．女川原発２号機の第１１回定期検査（2010 年 11 月 6 日開始）の当期末時点での上記従

事者被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2012 年度の実績についても明らかにして下

さい。 

８３．女川原発３号機の第７回定期検査（2011 年 9 月 10 日開始）の当期末時点での上記従事

者被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2012 年度の実績についても明らかにして下さ

い。 

８４．東通原発１号機の第４回定期検査（2011 年 2 月 6 日開始）の当期末時点での上記従事者

被曝線量をそれぞれ明らかにして下さい。2012 年度の実績についても明らかにして下さい。 

８５．前記女川原発１～３号機および東通原発１号機の定検での ①放射線業務従事者の線量

分布 ②計画線量または実績線量が１日当たり１.００ｍＳｖを超えた作業の線量実績 

③高線量作業者と作業内容 ④その作業場所の雰囲気および表面線量率について、それぞ

れ明らかにして下さい。 

８６．当年度の女川原子力発電所および東通原子力発電所での従事者被曝で、「年間２０ｍＳｖ」

「年間５ｍＳｖ」を超える被曝をした人は何人いましたか。女川原発と東通原発の運転開

始以来の従事者被曝の集団被曝総線量は、それぞれいくらになっていますか。 

８７．昨年度以降、電磁界問題の調査・研究はどこまで進んでいますか。どのような情報提供・

理解活動を行って来ましたか。 

８８．当社が建設する計画を持っている名取市愛島塩手十石上地区の大規模変電所（９０万 V

一次変電所）は電磁波公害の危険が心配されていますが、どの様に対処するつもりですか。

どこまで話しは進んでいますか。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 


